
※収支計画最終年度を◆で表記している
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・収支は良い

・債務は少ない

（対象年度：令和元年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

長野県 佐久穂町

財政力指数 0.24 標準財政規模（百万円） 5,308

R2.1.1人口(人) 10,969 R1年度職員数(人) 144

面積（K㎡) 188.15 人口千人当たり職員数(人) 13.1

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

建設債

実質的な
債務

その他

債務高水準

(単位：人）

　

H17年国調 12,980 1,814 14.0% 7,358 56.7% 3,808 29.3% 1,135 17.6% 2,081 32.2% 3,238 50.2%

H22年国調 12,069 1,450 12.0% 6,772 56.1% 3,847 31.9% 968 16.3% 1,767 29.8% 3,204 53.9%

H27年国調 11,186 1,202 10.7% 6,032 53.9% 3,951 35.3% 929 16.3% 1,595 28.1% 3,158 55.6%

総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口
構成比

全国平均

長野県平均
H27年国調

12.6% 60.7% 26.6% 4.0%

13.0% 57.0% 30.1% 9.3% 29.2%

25.0% 71.0%

61.6%

財務状況把握の結果概要

債
務
償
還
可
能
年
数

15

年

関東財務局長野財務事務所財務課

H27
H27

R1
R1

◆対象団体

◆基本情報

・収支は悪い

・債務は多い

・収支は悪い

・積立金は少ない

・収支は良い

・積立金は多い
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※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

　 ２．右上部表中の平均値については、各団体のR1年度計数を単純平均したものである。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R1年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。
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◆財務指標の経年推移

＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：か月）

（単位：か月） （単位：％）

健全化判断比率 佐久穂町 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 14.81% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 19.81% 30.00% 

実質公債費比率 11 .6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年

実質債務月収倍率 ▲ 0.3か月 ▲ 2.6か月 ▲ 4.4か月 ▲ 5.4か月 ▲ 4.3か月

積立金等月収倍率 13.7か月 14.3か月 14.8か月 14.8か月 13.2か月

行政経常収支率 24.3% 22.7% 23.2% 19.3% 22.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
（参考）

長野県
平均値 平均値 平均値

4.3年 8.0年 4.0年

6.7か月 8.5か月 5.4か月

8.2か月 7.4か月 10.7か月

14.0% 11.4% 15.3%

類似団体 全国

類似団体区分

町村Ⅲ－１

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

佐久穂町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

※平均値は、いずれもR1年度
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 1,044 1,083 1,086 1,064 1,065 16.0% 1,776 29.7%

　地方譲与税・交付金 388 357 373 380 400 6.0% 380 6.4%

　地方交付税 4,396 4,351 4,117 4,060 4,309 64.5% 2,550 42.7%

　国（県）支出金等 748 685 694 642 621 9.3% 968 16.2%

　分担金及び負担金・寄附金 25 27 11 33 48 0.7% 119 2.0%

　使用料・手数料 182 184 174 177 140 2.1% 107 1.8%

　事業等収入 87 94 94 87 95 1.4% 71 1.2%

行政経常収入 6,869 6,779 6,549 6,443 6,677 100.0% 5,971 100.0%

　人件費 1,199 1,198 1,208 1,199 1,238 18.5% 1,101 18.4%

　物件費 978 1,118 951 1,024 1,048 15.7% 1,203 20.1%

　維持補修費 59 61 74 79 63 0.9% 78 1.3%

　扶助費 515 482 494 507 534 8.0% 766 12.8%

　補助費等 892 738 833 817 826 12.4% 1,160 19.4%

　繰出金（建設費以外） 1,483 1,586 1,425 1,541 1,472 22.1% 742 12.4%

　支払利息 69 52 39 28 23 0.3% 37 0.6%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 5,196 5,236 5,023 5,194 5,204 77.9% 5,087 85.2%

行政経常収支 1,673 1,543 1,526 1,249 1,473 22.1% 884 14.8%

　特別収入 235 360 105 368 270 181

　特別支出 － 10 27 34 571 169

行政収支（A） 1,908 1,892 1,604 1,583 1,172 896

■投資活動の部■

　国（県）支出金 153 241 223 130 192 22.6% 214 30.1%

　分担金及び負担金・寄附金 0 3 12 7 － 0.0% 61 8.6%

　財産売払収入 66 13 85 69 93 10.9% 26 3.7%

　貸付金回収 1 1 1 2 0 0.0% 75 10.5%

　基金取崩 14 43 75 326 563 66.4% 335 47.1%

投資収入 234 302 396 533 849 100.0% 710 100.0%

　普通建設事業費 623 778 878 1,197 1,828 215.4% 1,211 170.5%

　繰出金（建設費） 4 6 9 － 17 2.0% 25 3.5%

　投資及び出資金 62 94 96 98 103 12.2% 43 6.1%

　貸付金 － － － － 3 0.3% 60 8.4%

　基金積立 84 565 403 209 15 1.8% 182 25.6%

投資支出 773 1,442 1,387 1,504 1,966 231.7% 1,521 214.1%

投資収支 ▲539 ▲1,140 ▲991 ▲971 ▲1,117 ▲131.7% ▲811 ▲114.1%

■財務活動の部■

　地方債 456 468 451 632 1,119 100.0% 669 100.0%

  （うち臨財債等） (298) (230) (223) (213) (155) (142)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 456 468 451 632 1,119 100.0% 669 100.0%

　元金償還額 1,591 1,541 1,358 1,297 1,206 107.8% 692 103.4%

　（うち臨財債等） (538) (526) (460) (455) (441) (255)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 1,591 1,541 1,358 1,297 1,206 107.8% 692 103.4%

財務収支 ▲1,136 ▲1,073 ▲908 ▲666 ▲87 ▲7.8% ▲23 ▲3.4%

収支合計 234 ▲321 ▲294 ▲54 ▲33 63

償還後行政収支（A-B) 317 351 246 286 ▲34 205

■参考■

実質債務 ▲206 ▲1,480 ▲2,422 ▲2,917 ▲2,424 2,626

（うち地方債現在高） (7,679) (6,606) (5,698) (5,033) (4,945) (6,804)

積立金等残高 7,885 8,086 8,120 7,950 7,369 4,362

類似団体平均値
（R1年度）H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

行政経常収入・支出の５か年推移

(百万

佐久穂町
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　債務償還能力については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(債務の水準)
　 債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近10年間(平成22～令和元年度)をみると、▲5.4か月～4.1か月の範囲
で推移し、令和元年度では▲4.3か月と当方の診断基準(18か月)を下回っていることから、債務高水準の状況にはな
い。
　なお、実質債務月収倍率がマイナスとなる場合には、実質的には債務を有していないと同様の状況にある。
　また、令和元年度の実質債務月収倍率▲4.3か月は、類似団体平均6.7か月と比較すると下回っている。

②フロー面(償還原資の獲得状況(＝経常的な資金繰りの余裕度))
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、直近10年間をみると、19.3％～28.4％の範囲で推移し、令和元年度
では22.0％と当方の診断基準(10％)を上回っていることから、収支低水準の状況にはない。
　なお、令和元年度の行政経常収支率22.0％は、類似団体平均14.0％と比較すると上回っている。

※債務償還可能年数
　令和元年度の債務償還可能年数0.0年は、当方の診断基準(15年)を下回っている。
　なお、令和元年度の債務償還可能年数は、類似団体平均4.3年と比較すると下回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と
行政経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っ
ている。

【診断結果】

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力として
の積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】

　資金繰り状況については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(資金繰り余力としての積立金等の水準)
資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、直近10年間をみると、11.0か月～14.8か月の範囲で推移し、令和

元年度では13.2か月と当方の診断基準(1か月)を上回っていることから、積立低水準の状況にはない。
　なお、令和元年度の積立金等月収倍率13.2か月は、類似団体平均8.2か月と比較すると上回っている。

②フロー面(経常的な資金繰りの余裕度)
　上記「１．債務償還能力について」②フロー面のとおり、収支低水準の状況にはない。

佐久穂町
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・補正内容

・財務指標の経年推移（補正前）

実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等残高

有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金

現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

理由

佐久穂町

● 財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

● 計数補正

【単位:百万円】
科目 年度 金額 内容

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。
　 アンダーラインを付した数値は、計数補正前と計数補正後で変更のあった指標値。

参考１ 診断基準

財務上の留意点 診断基準

債務
系統

債務
高水準

① 実質債務月収倍率24か月以上

② 実質債務月収倍率18か月以上かつ債務償還可能年数15年以上

参考２ 財務指標の算式

・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

積立
系統

積立
低水準

① 積立金等月収倍率1か月未満

② 積立金等月収倍率3か月未満かつ行政経常収支率10％未満

収支
系統

収支
低水準

① 行政経常収支率0％以下

② 行政経常収支率10％未満かつ債務償還可能年数15年以上

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

債務償還可能年数

実質債務月収倍率

積立金等月収倍率

行政経常収支率

該 当 な し

「● 財務指標の経年推移」に同じ。

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
類似団体

平均値

（R1年度）

債務償還可能年数 1.2年 1.0年 0.9年 0.9年 0.7年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 4.3年

実質債務月収倍率 4.1か月 2.9か月 2.6か月 2.7か月 2.1か月 ▲ 0.3か月 ▲ 2.6か月 ▲ 4.4か月 ▲ 5.4か月 ▲ 4.3か月 6.7か月 

積立金等月収倍率 11.0か月 12.7か月 14.3か月 13.7か月 13.2か月 13.7か月 14.3か月 14.8か月 14.8か月 13.2か月 8.2か月 

行政経常収支率 28.4％ 25.0％ 24.2％ 24.2％ 23.5％ 24.3％ 22.7％ 23.2％ 19.3％ 22.0％ 14.0％
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計画名 中期財政収支計画（計画期間:令和3年度～令和7年度）

佐久穂町

【今後の見通し】

項目 内　容

策定時期 　令和3年度

確認方法

　計画最終年度（令和7年度）の4指標（※）を算出することができないため、地方債現在高、有利
子負債相当額、積立金等残高、行政経常収入、行政経常支出など4指標の算出に必要な各科目の増減
見通しをヒアリングにより確認。
（※）4指標
　　　債務償還可能年数、実質債務月収倍率、積立金等月収倍率、行政経常収支率

分析上の留意点
　新型コロナウイルス感染症により先行きが不透明で、その影響を排除することはできないため、
今後の見通しにおいて変動する可能性があることに留意する必要がある。

令和7年度
備　考

の見通し【注】

増加 横ばい 減少

有利子負債相当額(B) ○
現在計上されておらず、今後も計上する見込みはないことから、有利子負
債相当額は横ばい（該当なし）の見通し。

地方債現在高(A) ○
　合併特例事業債の起債は令和元年度に終了しており、道の駅建設事業の
ほかに大型の普通建設事業等の計画はなく、新規起債額は既往債の償還額
の範囲内とする見込みであることから、地方債現在高は減少する見通し。

実質債務(A＋B－C) ○ 主として地方債現在高の減少により、実質債務は減少する見通し。

積立金等残高(C) ○
　道の駅建設事業や地方創生事業の実施により、公共施設等整備基金及び
地域振興基金（その他特定目的基金）を取り崩すことから、積立金等残高
は減少する見通し。

行政経常支出(E) ○

　会計年度任用職員制度の導入により物件費が減少するものの人件費が増
加し、また南佐久環境衛生組合に委託している下水道事業に係る公営企業
法適用化に伴い繰出金（建設費以外）が減少するものの補助費等が増加す
ることから、行政経常支出はほぼ横ばいで推移する見通し。

行政経常収入(D) ○
　令和2年度から適用される普通交付税の一本査定化の影響により地方交
付税が減少することから、行政経常収入は減少する見通し。

【注】令和元年度との比較における増加又は減少見通し。

行政経常収支(D－E) ○
　行政経常収入は減少し、行政経常支出はほぼ横ばいで推移することか
ら、行政経常収支は減少する見通し。

※有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金
　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金
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佐久穂町

【その他留意点等】

項目 内容

地方創生の取組
みについて

　貴町は、「佐久穂町コミュニティ創生戦略（佐久穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略）（平成27
～31年度）」に基づき、人口減少及び少子高齢化がもたらす課題の解決を図るため、地域コミュニ
ティの維持・継承、創造、子育て・教育環境の形成、地域経済の創造等の各種取組みを実施し、重要
業績評価指数（KPI）の成果について効果検証を行っている。
　この重要業績評価指数（KPI）の達成状況を見ると多くが未達成となっているものの、人口定着、
U・Iターンの促進事業については、「空き家対策事業補助金」や「住宅用地取得・新築助成金」の交
付事業、移住定住PR・セミナー等の各種サポートにより、平成27～令和元年度における空き家・空き
地バンクの成約件数29件、移住者数23世帯90名の実績があり、県内外から住まいを求める人の数は増
加している。
　第1期の課題を踏まえ、「第2期佐久穂町コミュニティ創生戦略（令和2～6年度）」では、産学官民
共創プラットホーム構築事業（コミュニティ「さくほリビングマーケット」の構築）や、若者による
まちの情報発信増大事業（「さくほ通信club」の立上げ）などの新規事業を掲げ、コミュニケーショ
ンの活性化等による定住促進に向けた各種施策を実施している。こうした取組みは、人口減少の抑制
や税収の確保に寄与するほか、町の活性化に資することから、一層の推進が望まれる。

収支計画の策定
について

　貴町は中長期的な将来を見通した収支計画を策定していないものの、これまで「第1次佐久穂町行
財政改革大綱」に基づき行財政改革を推進してきたことなどから、令和元年度において財務上留意す
べき状況にはないと考えられる。
　しかしながら、ヒアリングによれば、行政経常収支は減少していく見通しであり、かつ、「佐久穂
町公共施設個別施設計画」で見込まれる財政負担額や「第2期佐久穂町コミュニティ創生戦略（令和2
～6年度）」の事業費等の増加額が今後の見通しに十分反映されていない状況にある。
　今後も引き続き健全かつ安定的な財政運営を持続させるため、これらの計画に基づく事業費、財源
等を財政状況に反映した中長期的な将来見通しに基づく収支計画の策定が望まれる。

公共施設等の老
朽化対応につい
て

　貴町が保有する公共施設等については、少子高齢化の急激な進行及び人口減少によるニーズの変化
が予想され、公営住宅を中心に老朽化が進んでいることから、公共施設の床面積縮減目標17.8％を設
定し、施設規模の見直し、整理統合などの基本的な方針を定めた「佐久穂町公共施設等総合管理計
画」を平成29年3月に策定している。当該計画によれば、公共施設等に係る更新費用については、今
後40年間（平成28～令和37年度）で総額958.2億円、1年当たりでは過去5年間（平成23～27年度）に
おける投資的経費の年平均額の約1.4倍に相当する23.9億円と試算されている。
　これを踏まえ、「佐久穂町公共施設個別施設計画」を令和3年3月に策定し、公共施設の長寿命化及
び更新費用の平準化による費用の縮減を図り、今後40年間（令和3～42年度）で更新費用総額150.0億
円（縮減▲273.3億円）、1年当たりでは3.8億円（縮減▲6.3億円）と試算されている。
　しかしながら、ヒアリングによれば、行政経常収支は減少していく見通しであることから、財源に
支障が生じることの無いよう、所要の財源確保を行うとともに、計画に沿った着実な実施が望まれ
る。
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